
広報 平成15年12月1日（４）第388号

君津市職員の給与については、条例や規則に基づき支給していますが、そ

の概要についてお知らせします。

区　　　　分

一般行政職
大学卒

高校卒

決定初任給

1 8 5 , 6 0 0円

1 4 9 , 2 0 0円

君　　　津　　　市 国（Ⅰ種）
採用２年経過
日の給料月額

2 0 0 , 2 0 0円

1 6 1 , 0 0 0円

採用２年経過
日の給料月額

2 0 0 , 2 0 0円

1 4 9 , 2 0 0円

（４）職員の初任給の状況（平成15年４月１日現在）

一　　般　　行　　政　　職 技　　能　　労　　務　　職

君　津　市
千　葉　県

平均給料月額
3 9 7 , 4 0 0円
3 7 5 , 6 4 7円

平均給与月額
4 8 5 , 5 8 1円
4 6 1 , 3 9 5円

平均年齢
4 7 歳 3 月
 4 3 歳 6 月

平均給料月額
3 3 7 , 9 0 0円
3 3 5 , 8 1 4円

平均給与月額
4 0 5 , 0 7 4円
3 8 5 , 4 1 3円

平均年齢
4 7 歳1 1月
4 8 歳 ５ 月

（３）職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の状況（平成15年４月１日現在）

（１）人件費の状況（14年度普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（15年度普通会計当初予算）

一般行政職

技能労務職

【注】経験年数とは、卒業後直ちに採用された場合は職員としての在職年数（卒業後、採用されるまで
　　　に経歴のある者については、職員として勤務したとして換算した年数と、職員としての在職年数
　　　とを合算した年数）をいうものです。 なお、技能労務職については年齢給を適用。

区　　　　　分
大　学　卒
高　校　卒
高　校　卒
中　学　卒

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成15年４月１日現在）

区 　 　 分

市 長
助 役
収 入 役
教  育  長
水道事業管理者

議 長
副 議 長
議 員

給料または報酬の月額

給料月額　　9 5 0 , 0 0 0円
〃 8 0 0 , 0 0 0円
〃

〃
〃

7 2 0 , 0 0 0円
7 0 0 , 0 0 0円
6 5 0 , 0 0 0円

報酬月額　　5 3 0 , 0 0 0円
〃 4 7 0 , 0 0 0円
〃 4 5 0 , 0 0 0円

期　　末　　手　　当
（ H15.4.1現在支給割合）
6 月期　　2. 2 5月分
1 2月期　　2. 4 0月分

計　　　4. 6 5月分

6 月期　　2. 2 5月分
1 2月期　　2. 4 0月分

計　　　4. 6 5月分

（９）特別職の報酬等の状況（平成５年４月１日適用）

部 門

普通会計計

合 計

議 会
総務企画
税 務
民 生
衛 生
労 働
農林水産
商 工
土 木
小 計
教 育
消 防
小 計

病 院
水 道
そ の 他
小 計

一

般

行

政

部

門

政
部
門

特
別
行

会
計
部
門

公
営
企
業
等

平成1 4 年
8  

1 7 0
4 8
1 7 3
1 0 3
0  
3 5
8  
9 4
6 3 9  
1 5 9  
1 3 4
2 9 3
9 3 2
1 3
3 2
3 0
7 5

1 , 0 0 7

職　　員　　数
平成1 5 年

8  
1 6 1
4 6
1 7 2  
1 0 0
0  
3 2
8  
8 8
6 1 5  
1 5 9  
1 3 4  
2 9 3
9 0 8
1 3
3 0
3 2
7 5
9 8 3

対前年
増減数
0  

△ 9 
△ 2
△ 1
△ 3
0

△ 3
0

△ 6
△ 2 4

0
0
0

△ 2 4
0

△ 2
2
0

△ 2 4

主 な 増 減 理 由

機構改革による減
フラット化による減
退職者の不補充など
機構改革による減

事業の改廃による減

機構改革による減

見直しによる減
業務内容の充実など

（１０）部門別職員数の状況と主な増減理由           （平成15年４月１日現在）

区　　分
標準的な
職務内容

職 員 数

構 成 比

5 級

副主査

 7人

 1 . 5％

計

4 8 6人

1 0 0 . 0％

【注 】１．一般職の職員の給与等に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
          ２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

参　考

1 年前の
構 成 比

5 年前の
構 成 比

0.8％

2.3％

7.2％

16.5％

9.1％

21.1％

2 . 4％5.8％ 4 3 . 9％

3 2 . 7％

1 6 . 1％

1 5 . 1％

8 . 9％

6 . 9％

5.8％

 1 . 9％ 3 . 5％

計

計

10 0 . 0％

1 0 0 . 0％

（６）一般行政職の級別職員数の状況（平成15年４月１日現在）

13年度

14年度

区　　　　　　　分
職　　　員　　　数（Ａ）
普通昇給期間（12～24 月） を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）
比　　　　　　率（Ｂ／Ａ）
職　　　員　　　数（Ａ）
普通昇給期間（12～24 月） を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）
比　　　　　　　率（Ｂ／Ａ）

合　　　計
6 6 6人

1 5人

2.3％
6 5 2人

7 人

1.1％

一般行政職
5 0 4人

1 人

0.2％
4 9 7人

1 人

0.2％

技能労務職
1 6 2人

1 4人

8.6％
1 5 5人

6 人

3.9％

（７）昇給期間短縮の状況

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

期末手当
勤勉手当

君　　　津　　　市
配偶者　1 4 , 0 0 0円
配偶者以外の扶養親族
2人まで　　　1人 6 , 0 0 0円
3 人目から　　1人 5 , 0 0 0円
16

・借家の場合  
（家賃12,000円を超える場合に限る。）
　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給
・自宅の場合
 　6,000円       

・借家の場合  
　

・自宅の場合
 　1,000円（新築・購入後５年間 2,500円）

・電車・バスを利用する場合 
　全額支給　

・乗用車等を利用する場合 
　使用距離等に応じて 3,800円～ 21,400円を支給
　(交替勤務者については、勤務形態に応じて支給）

・電車・バスを利用する場合 
　定期券代等 45,000円までは全額支給、それ
　を超える部分は半額支給（5,000円を限度)
・乗用車等を利用する場合 
　使用距離等に応じて 2,000円～ 20,900円を
　支給

　　　　（ H 15.4.1現在支給割合）
     　　　　　 期末             勤勉  

　６月期　1.55月分    　　 0.70月分 
１２月期　1.70月分   　　  0.70月分 
　      

　　計　　3.25月分   　　  1.40月分 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

　　　　（ H 15.4.1現在支給割合）
     　　　　　 期末             勤勉  

　６月期　1.55月分    　　 0.70月分 
１２月期　1.70月分   　　  0.70月分 
　        

　　計　　3.25月分   　　  1.40月分 
 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

歳から22 歳までの子1 人 5 , 0 0 0円加算

国

同　左　

同　左　

（８）職員手当の状況 （平成15年４月１日現在）

区　分

退職手当

君　　　津　　　市

自己都合 勧奨・定年
勤続 20年 年  月分 34.65

44.55
月分

勤続 25年
年

33.75
21.0

月分 月分
勤続 35 47.5 月分 62.7 月分
最高限度額 60.0 60.0月分 62.7 月分
その他の加算措置　定年前早期退職

特例措置
（２％～２０％加算）

退職時特別昇給　  勧奨退職者3号給以内

号給以内  定年退職者3
１人当たり　 自己都合　 定年
平均支給額 1,549千円 29,783千円

自己都合 勧奨・定年
勤続 20   月分 28.875

44.55
月分

勤続 25年
年

33.75
21.0

月分 月分
勤続 35 47.5 月分 62.7 月分
最高限度額 月分 62.7 月分
その他の加算措置　定年前早期退職

特例措置
（２％～２０％加算）

退職時特別昇給　  1号俸

国

調整手当
（1 5 年4月
1 日現在）

支給率
支給対象職員数
国の制度（支給率）
支給対象職員1人当たり平均支給年額（１４年度決算）

10%　(特別職　9％）
9 8 4 人

―
 473,692円

時 間 外
勤務手当

1 3年度
（決算）
1 4年度
（決算）

支給総額
職員1人当たり支給年額
支給総額
職員1人当たり支給年額

1 4 3 , 1 9 5千円
1 9 5千円

1 4 3 , 3 9 0千円
1 9 9千円

特殊勤務
手　　当
（1 4 年度
決　算）

区分
職員全体に占める手当支給職員の割合
支給対象職員1 人当たり平均支給年額
手当の種類（手当数）

代 表 的 な
手当の名称

支給額の多い手当

多くの職員に支給されている
手当

全職種
40 . 0％

1 7，7 4 2円
2 1 種

夜間特殊業務手当・清掃業務手当
変則勤務手当
夜間特殊業務手当・変則勤務手当
清掃業務手当

【注 】退職手当については、千葉県市町村総合事務組合の退職手当条例で支給率が決められています。
         また、１人当たり平均支給額は１４年度中に退職した職員に支給された平均額です。

【注 】職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを
          含み、臨時または非常勤職員を除いている。

　平成９年４月１日からの第一次計画に続き、１４年４月１日から１９年３月３１日までの５年間
に職員を５０人削減することを目標とする定員管理適正化計画を新たに策定しました。

進捗状況                              　　　　　　　　　　　　　　　職員数は４月１日現在）

定員適正化計画
（14年～18 年）

△5 0

職　　　　員　　　　数

（１１）定員適正化計画の状況

市では厳しい財政状況などを踏まえ、次のとおり人件費の削減措置を行っています。
（１２）人件費の削減措置

年度別・人件費の削減効果額 年度別・人件費の削減効果累計額

市職員の給与などを
お 知 ら せ し ま す

 【備考】人件費および人件費比率の内訳

         常勤特別職       56,756千円    0.2%  　　各種委員等        157,092千円      0.6%
     　　議会議員        210,867千円    0.8%  　　一般職員      8,587,861千円     30.6%

 【注】１．給与費、職員数は当初予算に計上された額です。
 　　　２．職員手当は退職手当を含みません。

  

決定初任給

1 8 0 , 9 0 0円

1 3 9 , 5 0 0円

経験年数10年
2 7 3 , 9 8 0円
2 2 9 , 2 2 5円
    ―     
    ―    

経験年数15年
3 3 5 , 2 1 3円
2 7 5 , 1 5 0円
2 6 2 , 3 7 5円
2 4 1 , 0 8 0円

経験年数20年
3 8 1 , 1 4 3円
3 2 4 , 7 8 0円
3 0 1 , 4 0 0円
2 6 0 , 2 6 7円

平成1 4 年
（対象職員数）
1 , 0 3 3

増　　減

△2 6

平成15 年

1 , 0 0 7

区　分

特別職

一般職

削減項目
期末手当の減額

〃
〃
〃

調整手当の減額

管理職手当の減額
〃

期末勤勉手当の減額
〃
〃
〃

実施期間
H 9 .  4月から
H 1 2 .  1月から
H 1 3 . 1 2月から
H 1 5 .  3月から
H 1 2 .  1月から
H  9 .  4月から
H 1 2 .  4月から

〃
H 1 2 .  1月から
H 1 3 . 1 2月から
H 1 5 .  3月から

内　　　　容
役職加算の引き下げ
減額率　15％～10％  
支給率の引き下げ 　△０．０５カ月
支給率の引き下げ 　△０．０５カ月
支給率の引き下げ

全管理職の手当引き下げ
全管理職の手当再引き下げ
課長相当職以上の役職加算の引き下げ
課長職以上　７％～５％減額支給
支給率の引き下げ　△０．０５カ月
支給率の引き下げ　△０．０５カ月

14 年度の効果額
1 , 9 5 7千 円
2 , 4 2 0千 円
2 0 3千 円
2 0 3千 円
6 3 2千 円

2 4 , 5 6 6千 円

1 5 , 8 4 0千 円
1 4 , 5 4 2千 円
2 2 , 5 1 8千 円
2 2 , 5 1 8千 円

9 級
部長
次長

2 5人

5.1％

8 級
課長
主幹

4 4人

9.1％

7 級
統括副主幹
副主幹

8 0人

1 6 . 5％

6 級
統括主査補
主査補

2 1 4人

4 4 . 0％

4 級
主任主事
主任技師

3 2 人

6.6％

3 級
副主任主事
副主任技師

5 2人

10.7％

2 級
主事
技師

2 5 人

5 . 1 ％

1 級

5 級 9 級8 級7 級6 級4 級3 級2 級1 級

4 級 8 級7 級6 級5 級3 級2 級1 級

主事
技師

7 人

1.4％

平成９年４月から役職加算率20％を10％に、平成１２年６月期から、
市長15％、その他の特別職は10％の削減措置を実施しています。

平成９年４月から役職加算率20％を10％に削減措置を実施しています。

年　度 特別職 一般職

1 0年度

1 1年度

1 2年度

1 3年度

1 4年度 1 0年度 1 1年度 1 2年度 1 3年度 1 4年度

1 9 5 万円 6，1 2 5 万円

10，000万円

20，000万円

30，000万円

40，000万円

50，000万円

3 1 0 万円 1 4，8 7 0 万円

5 3 0 万円 8，5 2 5 万円

5 2 0 万円 6，5 1 0 万円

5 4 2 万円 9，9 9 8 万円
万円

●

●

●

●

●

6，320

21，500

30，555

37，585

48，125

住 民 基 本 台 帳 人 口

平成１４年度

　年　度
（平成１５年３月31日現在）

歳出総額（A) 実質収支

円

人件費（B）

9，012，576797，235千円28，027，437千92，583人 千円

人件費比率
（B/A)

3 2 . 2 ％

  

給 　 　 　 　 与 　 　 　 　 費

平成１５年度

　年　度 職員数（A)
給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

922人

一人当たり
給与費（B/A)

円4，167，964千 円954，579千 円1，894，085千 円7，016，628千 円7，610千




